
別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

①地区内の耕地面積 14.8ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 11.9ｈａ

③地区内における75才以上の農業者の耕作面積の合計 0.5ｈａ

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

浜田市弥栄町 大坪集落 令和3年10月29日

■世帯数：24戸（うち農家世帯数：12戸）
■高齢化率：53.0％
■中心経営体
　【認農法】
　　・A（取組作目：水稲、大豆　　取組面積：7.4ha）
　　・B（取組作目：果樹　　取組面積：0.3ha）
　【認農】
　　・C（取組作目：水稲、露地野菜　　取組面積：0.9ha）
　　・D（取組作目：水稲、飼料用作物　　取組面積：0.6ha）
　　・E（取組作目：花卉、水稲　　取組面積：1.5ha）
■作業受託
　　・G
　　　　ドローン防除（R3実績面積：全体103.0ha、うち大坪7.1ha）
　　　　センチピードグラス吹付（R3実績面積：全体3.7ha、うち大坪0.5ha）
■集落内圃場整備予定農地
　　・面積：3.9ha   筆数：26筆

注１：③の「〇才以上」には、地域の実情に応じて、５～10年後の農地利用を議論する上で適切な年齢を記載します。
注２：④の面積は、下記の「（参考）中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」
　　　欄の「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。
注３：アンケート等により、農地中間管理機構の活用や基盤整備の実施、作物生産や鳥獣被害防止対策、災害対策
　　　等に関する意向を把握した場合には、備考欄に地区の現状に関するデータとして記載してください。
注４：プランには、話合いに活用した地図を添付してください。

（1）獣被害について
　・集落内農地全体でのイノシシ被害が多い。
（2）水路管理について
　・水路に水が乗らない、農地への水の取水口が確保できない。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

（1）中心経営体へ集約する考え方
　■A
　・集落内の集積可能な農地は農地中間管理事業を活用し、集積済み。
　■B
　　・管理している農地を現状維持し、新規就農者等の受け手を確保した際に事業継承できるよう管理する。
　■C
　　・農業研修生の受け入れ先になっており、集落内では法人に次いで核となる経営体として期待されている。現在規模拡大は考え
ていないが今後も継続して農地管理を行う。
　■D
　　・町内唯一の畜産農家であり、飼料用作物栽培で管理農地の規模拡大を検討している。区画が大きく、面的に集約された農地に
関しては積極的に集積を行う。
　■E
　　・拠点は本郷下集落であるため、将来的には拠点に農地集約されることを検討されている。引き続き話し合いを進める。
　■F
　　・町内農事組合法人が合併後、町内全体の担い手として位置づけ、圃場整備農地を集約する。
　　・農地管理は合併法人のみでなく、集落が協力する体制づくりを行う。

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 0.5ｈａ

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 0ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 3.9ｈａ

（2）地区の役割
・中心経営体に位置付けた農業者が将来にわたり管理しやすいようにサポートを行う。
・法人が集積している農地は、草刈り・水管理などの農地管理を所有者が行う。

注１：中心経営体への農地の集約化に関する将来方針は、対象地区を原則として集落ごとに細分化して作成すること
　　を想定していますが、その「集落」の範囲は、地域の実情に応じて柔軟に設定してください。

注２：「中心経営体」には、認定農業者、認定新規就農者、経営所得安定対策の対象となる法人化や農地の利用集積
　　を行うことが確実と市町村が判断する集落営農及び市町村の基本構想に示す目標とする所得水準を達成している
　　経営体等が位置付けられます。
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

属性
農業者

（氏名・名称）

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作目 経営面積 経営作目 経営面積
農業を営む範
囲

認農法 A 水稲、大豆 7.4 - - 大坪集落

大坪集落

認農 C 水稲、露地野菜 0.9 水稲、露地野菜 0.9 大坪集落

認農法 B 果樹 0.3 果樹 0.3

本郷下集落
小角集落
大坪集落
栃木集落

認農 E 花卉、飼料用作物 1.5 花卉、飼料用作物 1.5
本郷下集落
大坪集落

認農 D 水稲、飼料用作物 0.6 水稲、飼料用作物 0.6

町内全体
6人 10.7 10.7

注１：「属性」欄には、個人の認定農業者は「認農」、法人の認定農業者は「認農法」、認定新規就農者は「認就」、
　　法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断する集落営農は「集」、基本構想水準到達者は
　　「到達」と記載します。
注２：「今後の農地の引受けの意向」欄については、現状からおおむね５年から10年後の意向を記載します。
注３：「経営面積」欄には、プランの対象地区内における中心経営体の経営面積を記載します。

■圃場整備への取組について
【事業名：農地中間管理機構関連農地整備事業（令和6年度～令和11年度）】
・集落営農から「地域営農」へ転換していくための取組。次世代のための整備であることから、担い手（耕作者）が営農しやすい整備を
行う。
・品目に合った整備（区画・排水対策）、管理の省力化（水路のパイプライン化・畦畔の芝生化）を行う。

F 水稲ほか 0 水稲ほか 7.4

■草刈り対策について
・個人で管理できる農地は個人で管理するが、今後管理が困難となる農地は、共同で草刈りを実施するなどの体制づくりを行う。
・草刈作業は農作業の中でも重労働であり、今後草刈ができないことで離農されるケースも想定される。そのため、町内にある除草ロ
ボットや草刈隊を活用するなど、作業の省力化を図る。
・草刈作業省力化のため、センチピードグラス吹付により、畦畔の芝生化を行う。

■水路管理について
・用水の確保が困難な農地があるため、畑地への転換等を検討する。
・圃場整備事業により水路のパイプライン化を行い、水路管理の省力化を図る。また、パイプライン化して埋設することにより草刈作業
の簡素化を図る。

■中山間直接支払制度について
・弥栄町内23協定を3協定に広域化しており、超急傾斜加算・集落機能強化加算を活用して、弥栄町全体に関わる作業省力化等の
取組を行う。
・取組内容
　　地域ブランド米の推進、草刈隊の推進、先進地視察　等
・獣被害対策として、防護柵購入経費として活用する。

■多面的機能支払制度について
・弥栄町内全域を対象とした広域活動組織を設立し、水路の補修や泥上げ等の農業用施設の維持管理を行う。
・また、土木経験者を中心とした「作業班」を設置し、可能な作業は地域で行う。



大坪集落

未定

引き続き自分で耕作

引き続き自分で耕作（担い手）

貸付意向がある（貸付相手が決まっている）

貸付意向がある（相手は未定）

草刈等の管理のみ行う

耕作しない


